
仕事における母性・父性
大きな成果を達成するための一歩としての出産

多くの企業が依然として、 母親 ・父親であることと仕事を、 相
容れない活動とみなしています。 母親であることをめぐる時代遅
れの社会認識と文化的な期待により、 仕事における女性の貢
献が制限されれば、 家族、 企業、 経済は悪影響を受けま
す。 同様に、 男らしさに凝り固まった固定観念への抵抗感を
克服しても、 父性に対する男性の変わりゆく認識と矛盾する
可能性があります。 母性休暇を取得する従業員は極めて重
要な人材プールを形成し、 この有能な人材を維持することは、
企業が女性リーダーの限られたパイプラインを強化する上で不
可欠です。 近年、 父親休暇は、 家庭に優しい環境を促進し、
今日のビジネス環境の中で
父親の役割を認める前向き
な制度とみなされるようになり
つつあります。 親になったばか
りの母親や父親は、 新たな
知見をもって職場に復帰しま
す。 親になることは、 ビジネ
ス環境において重要な優先
順位の付け方や共感力な
ど、 重要スキルを高める貴重
な人生経験なのです。

勢いを維持するために、 
ビジネスはより多くの女性
が経営上の役割を担うた
めの支援を行い、 母親の
職場復帰を助けることによ
り、 有能な人材パイプラ
インの構築に継続的に取
り組まなければなりません。
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国際労働機関（ILO）と母性保護
母性保護に関する国際労働機関（ILO）の指針は、 母子
の健康を確保し、 女性が生殖的な役割と生産的（経済的）
な役割をうまく組み合わせることを可能にし、 生殖的な役割を
理由に職場で不平等な待遇を受けることを禁止し、 男女間
の機会及び待遇の均等原則を推進するためのものです。  
ILO の母性保護条約（2000 年、 第183号）は、 出産
前後の女性に最低 14 週間の休暇を義務付けており、 これ
に付随する勧告（第 191 号）では、 最適な母性休暇として
最低 18 週間を提案しています。  

母性保護は、 以下を含みます。
• �出産前後の母性休暇
• �妊娠中及び授乳中の女性に対する職場での健康の保
護

• �現金及び医療給付
• �雇用保護及び差別の禁止
• �仕事復帰後の授乳の支援
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世界の母親・父親休暇の現状

妊娠・出産に適切に対処することのメリット
出産後に仕事に復帰する女性は、 企業にとって重要な資産で
す。 こうした女性たちは、 新入社員よりその企業の優先事項を
理解し、 企業文化にうまく適合し、 業務に固有のスキルを既
に身に付けているからです。 妊娠 ・ 出産に適切に対処すること
により、 企業は女性たちに対し、 出産後に仕事に復帰するよ
う奨励できます。 これは有能な女性の人材パイプラインの水
漏れを塞ぐ上で役立ちます。 さらに、 女性従業員を定着させ
育成することで、企業はこれまで以上に女性リーダーを雇用し、
登用することができるようになります。
企業が出産後の女性の定着を図るもう一つの動機は、人材
の補充と再教育に多額のコストがかかるためです。 企業は一般的に、 ある従業員を代替人材に置き換える場合、
退職する従業員又は新入社員に対して支払う賃金のレベルにかかわらず、 当該従業員の年間給与の約 5 分の 1
の費用をかけます。 3 また、 新入社員を再教育するコストや教育期間中の生産性の損失は、 母性休暇のために要
する欠勤コストと比べて、 相対的に高くなる可能性があります。 他にも、 不十分な母性保護の結果として、 企業に即
時に生じるコストもあります。 イギリスでは、差別的な解雇又は強制的な退職に起因して生じるコストは、 年間 1 億
8,300 万ポンドに上ると推定されています。 4

母性に関連する問題は、 企業が女性を定着させ育成する上で、 依然として極めて重要な課題です。 企業は、 仕事
における母性・父性に関連する問題に対処せずに、 上級管理職に占める女性の割合を増加させることは難しいでしょ
う。

主な事実と数字5

•	98ヵ国が、最低14週間の母性休暇というILOの基準を満たしています。
•	107ヵ国が、社会保障制度を通じて母性休暇中の現金給付を提供しています。
•	74ヵ国が、最低14週間中の所得の少なくとも3分の2にあたる現金給付を提供しています。
•	121ヵ国が、母性休暇後の毎日の授乳休憩を規定しています。
•	父親休暇に対する法定上の権利は、78ヵ国で存在します。うち70ヵ国において、休暇は有給であり、このことが出

産に対する父親の関与の拡大傾向を支えています。
•	すべての先進経済諸国のうち、男性に2週間以上の育児休暇を与えているのは5ヵ国（フィンランド、アイスランド、リト

アニア、ポルトガル、スロベニア）だけです。

女性には（職場に）復帰する確固たる言い分
があります。女性たちは訓練を受けており、組
織を熟知し、まさにその組織の文化になじんで
いるのです。2

ジータ・ダン
タレント・アドバイザリー・サービス（インド）取締役
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私たちが暮らす世界の現実

妊娠・出産に関わる女性への差別があらゆるレベルでまん延しています 

ÔÔ 英国の管理職500名を対象とした調査によると、母性休暇を避けるために、その40%が若い女性を採用しな
いようにしています。6

ÔÔ ケニアでは、多くの企業が女性に対して、妊娠しないとする同意書に署名を求めています。7

ÔÔ オーストラリアでは、妊娠に関わる差別に関する苦情が、他のあらゆる種類の差別に関する苦情より多くなってい
ます。8

ÔÔ ロシア連邦で最も一般的な2つの労働法違反は、妊娠した女性及び子どもがいる女性の解雇と、出産前後の
社会保険の不払いです。9

多くの女性が十分な母性保護を受けていません

ÔÔ 世界中で約8億3,000万人に相当する女性労働者の大多数は、妊娠した場合に、依然として十分な保護を
受けていません。10

ÔÔ こうした労働者の約80%は、アフリカやアジア諸国にいます。11

家族的責任と仕事の責任を両立することは依然として難しい課題であるため、
子どもがいる女性は仕事を辞めています

ÔÔ アメリカでは、子どもがいる非常に有能な女性の43%が、キャリアを捨てるか、一時期「仕事から離れて」います。12

ÔÔ 子どもがいて仕事を辞めた女性の数は、アジアで多いことが見込まれます。アジアでは、女性の役割に関する文
化的な物の見方が根深いためです。13
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企業にとって出産を無理のない負担に
多くの国では、出産給付を企業が全額負担する必要がないよう、国が全額又は一部を負担する社会保障制度に
変更しつつあります。ILOの試算によると、社会保障を財源とする母性保護は、発展途上国にとっても無理なく実現
可能であるばかりでなく、社会や経済の発展にもつながります。現在では、100ヵ国以上が、社会保障又は公的財
源を通して給付を提供しており、企業の経済的負担を減らしています。20

企業にできることは何か？
十分な休暇、経済的な補償、出産・育児中の移行支援は、妊娠・出産に関する効果的な制度にとって不可欠な要素
です。以下の提言は、企業が妊娠・出産に適切に対処する上で役立つでしょう。

十分な母性休暇の提供
企業は、出産前後の従業員に対して必要な経
済的及び組織的な支援を提供する母性休暇
制度を実施することにより、有能で、熱意があり、
生産性の高い女性従業員を定着させることが
できます。十分な母性休暇により、女性は乳児
の世話をする時間をもつことができ、出産前後の
経済的な安定性を確保し、準備を整え自信を
もって仕事に復帰するよう後押しされます。企業
は有給の母性休暇を与えることで、生産性を向
上させ、従業員の士気を高め、離職率を低下さ
せるプラスの効果を得ることができます。 

有給の母性休暇は企業にとって有効です、とYouTube
のCEOであり5人の子どもの母親でもあるSusan 
Wojcickiは述べています。グーグル社が有給の母性休暇
を18週間に拡大した際、出産した女性従業員の離職率は
50%も低下しました。

「母親は新たな知見をもって仕事に復帰します。母親になるこ
とで、より幅広い目的意識、思いやりの心、優先順位をつけて
物事を効率よく進める力が身に付いたことが、自分の経験から
わかります」と同氏は言います。19

女性は一時期仕事を離れることで深刻な不利益を被っています 

ÔÔ 調査によると、米国ではあらゆる業界において、女性が3年以上仕事を離れた場合、驚くべきことに収入力の
37%を失っていることが明らかになりました。14

ÔÔ 米国の調査によると、一時期仕事から離れた後に再就職を希望した女性のうち、希望を実現できたのはわずか
74%、フルタイムの仕事に戻ることができた女性はわずか40%でした。15

ÔÔ 韓国では、再就職を希望する母親は、適切な機会が不足していること、あるいは給与や手当が不十分なことか
ら困難を感じています。16

男性も育児の責任に関わることで差別を受け、不利益を被っています

ÔÔ 企業は、子どもがいる男性に対してより高い賃金を支払うことにより、父親であることに見返りを与えていることが
調査によってわかります。17しかし調査からは、実際に男性が育児を理由に休みを取った場合、時給の引下げや
降格などの形で不利益を被ることもわかっています。18

女性も男性も母親・父親になることに関連する困難な問題に直面することで、
企業は有能な従業員を失うリスクにさらされています。
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職場での健康保護の提供
男女を問わず全従業員にとって、人生のあらゆるステージにおいて職場を安全なものとすることは、企業にとっての優先
事項です。企業は、妊娠又は出産を根拠に女性を差別することなく、従業員とその胎児もしくは新生児の健康を保護
するために、妊娠中の従業員に相応の便宜を図る必要があります。
授乳に関する規定は、母子の良好な健康を確保し、また企業に対しても、従業員の仕事への貢献度を高め、定着率
を向上させることによりプラスの効果をもたらします。職場に授乳施設（冷蔵庫を備えた搾乳するための個室）などの母
性支援があれば、女性は仕事に復帰しやすくなります。これは、効果的かつ安価な形の支援であり、世界中の企業で広
く採用されています。例えば、フィリピン最大のツナとイワシの缶詰企業の１つであるパーメックス社は、同国で行われたILO
プロジェクトを通じて、2011年に社内授乳ステーションを設置し、フィリピン保健省から表彰されました。

職場で授乳プログラムを実施した米国の企業は、1ドルの投資につき3ドルの利益を得たことが報告されています。職
場に授乳支援を導入することにより、欠勤を減らし、生産性を向上させ、出産後の従業員の定着率を向上させるこ
とができたのです。21

コーポレート・エグゼクティブ・ボード（CEB）のコーポレート・リーダーシップ・カウンシルによる事例研究では、出産後の女
性の再雇用に関する好事例として、ある企業が実施している10週間の「リターンシップ」復帰プログラムが取り上げら
れています。このプログラムは、3～10年間キャリアを中断していた女性たちにスキル、自信、仕事への貢献度を強化す
る集中トレーニングを提供し、再教育した上で仕事に再参入させます。この再雇用プログラムは成功し、参加した女
性の72%が指導的地位についています。22

再雇用プログラムの展開
出産後にキャリアを中断し、仕事への復帰に関心がある一方で、失ったスキルを再度学習するのは難しく、オファーされる
給与が以前より低いと感じている有能な女性が大勢います。企業は、こうした有能で資質を備えた多くの女性を再雇
用し、彼女たちに速成の再参入ルートを提供することにより、指導的立場につけるコースに送り出すことができます。JPモ
ルガン、クレディ・スイス、モルガン・スタンレー、ゴールドマン・サックスなど米国の一流企業は、非常に優秀な人材を集め、未
活用の潜在能力を生かすために、女性の再雇用プログラムを実施しています。 

雇用保護及び差別の禁止
妊娠期間中の雇用を保護し、効果的な差別禁止方針を定
めることは、能力の高い女性従業員を定着させる上で重要
であることを、多様性を支持する企業は理解しています。これ
は、自分のキャリアを伸ばす時間がなかった若い女性に特に
当てはまります。企業は、従業員が母親・父親になることによ
り、雇用差別が生じないようにしなければなりません。「妊娠中
の女性は能力が落ちる」又は「妊娠中のマネージャーは熱意
がなくなる」など、出産に関する漠然とした思いこみは、排除し
なければなりません。スタッフに対して意識教育を行い、採用、
昇進、評価を含む日常業務の中で、差別禁止方針を常に適
用しなければなりません。

男性への育児休暇の提供
ブラジル、チリ、クロアチア、インド、メキシコの5ヵ国を対象とした調査の結果によると、圧倒的多数の男性は「自分が子ども
の生活に一定の役割を果たすことは重要」と考えており、男性の20～65%が直近の子どもが産まれた際に休暇を取得
したと回答したことがわかっています。これは、家族的責任において男性が果たす役割が拡大しつつあることを示していま
す。23
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男性従業員に育児休暇の利用を奨励するため、ドイツは2007年に父親休暇制度を改定し、「権利未利用の場
合の喪失」方針を採用しました。この方針において、家族休暇の一定部分は男性に限り利用することができます。2
年以内に、父親休暇の取得率は、3%から20%を超えるまでに急上昇しました。18育児休暇を取得する男性が増
えることで、企業は女性と男性を平等に扱うようになり、家庭に優しい職場が実現します。26

グローバル通信会社であるボーダフォン・グループは、2015年3月に、16週間の有給出産休暇の提供と、出産から復
帰後、最初の6ヵ月間は週30時間勤務で給与を全額支払うという新しい母性休暇制度を発表しました。勤務時
間の短縮制度は、出産後の女性が仕事にスムーズに復帰できるようにするためのものです。この制度の目的は、有能
な女性社員の定着率を向上させ、上級管理職に占める女性の割合を徐々に増加させることです。27

柔軟な勤務形態と育児への支援
柔軟な勤務形態の選択肢と育児活動への支援を提供することにより、子どもが生まれた従業員に、親としての責任を
果たしながら引き続き積極的に仕事に関わることを奨励することができます。柔軟な勤務時間、圧縮労働時間制、部
分就業（パートタイム勤務）、在宅勤務などのオプションを適宜提供することで、企業は女性従業員を定着させ、妊娠・
出産に伴う離職を減らすことができます。さらに、企業は、社内保育施設、育児サービスの紹介及び育児補助金などの
育児支援を提供して、新たに親になった従業員が仕事を続けながら育児責任を担うことを支援できます。柔軟な勤務
形態や育児支援に関するさらに詳細な情報は、「仕事と家庭」に関するILO説明資料を参照してください。

育児休暇を取得することによって、父親は赤ちゃ
んと親密な絆を結ぶ重要な機会を得るととも
に、 家庭への関与を深めることができます。 子
どもが生まれて間もない頃に父親が関与する
と、 子どもの発達と健康にプラスの影響をもたら
すことが証明されています。 24 さらに、 家庭活
動への男性の参加が増えることにより、 女性は
仕事に関する優先事項のバランスをうまく調整
することができるようになり、 恩恵を受けます。
父親休暇の提供は、 企業にとっても効果的で
す。 それにより、 企業は家庭に優しい企業へと
変革を遂げ、男女間の機会を均等にし、妊娠・
出産に関わる差別を減らすことにより、 男女賃
金格差を縮めることができます。

今日、 世界中のますます多くの企業が、 父親休暇制度
を導入しています。 しかし、 男性による育児休暇の利用
には大きなマイナスのイメージが伴い、 休暇の取得率は低
いのが現状です。 職場で差別されるのではないかという
懸念と、 「男性は一家の稼ぎ手で、 育児は女性がする
べきだ」など、ジェンダーの役割分業に関する固定観念が、
父親休暇の取得を妨げています。 父親休暇の取得率
を上げるために、 企業はそれを支援する職場文化を醸成
し、 男性が育児に関する活動を担うことで差別されない
よう徹底することにより、 男性が育児のために休みを取る
ことを積極的に奨励することができます。

「現在では、当社の男性従業員に育児休暇を取
得する権利が与えられているだけでなく、そのことが
同僚や組織の中で受け入れられつつあります。人々
は、育児責任は分担することができ、家で子どもを
育てることは女性だけの仕事ではないと考えてい
ます。」25

マイケル・ゴルシェウスキ
オーストラリア　リオ・ティント鉄鉱石
ピルバラ鉱山　業務執行取締役
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